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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(１) 連結経営指標等

 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 2,347 2,325 2,212 2,632 2,060

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 144 △159 128 430 △560

親会社株主に帰属する当
期純利益又は
親会社株主に帰属する当
期純損失（△）

(百万円) △751 △786 51 △485 △3,826

包括利益 (百万円) 450 255 406 △833 △4,010

純資産額 (百万円) 13,271 13,511 13,913 13,075 7,999

総資産額 (百万円) 21,865 21,415 21,490 20,129 15,492

１株当たり純資産額 (円) 198.61 205.08 211.94 199.67 266.95

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) △12.32 △11.88 0.79 △7.40 △116.19

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.7 63.1 64.7 65.0 51.6

自己資本利益率 (％) ― ― 0.4 △3.6 △36.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 552 783 694 1,461 △292

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 252 717 △2,146 1,414 △108

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △240 △781 △900 △1,140 △467

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,670 3,557 1,263 2,960 2,075

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(人)
38 37 39 41 33

[74] [72] [59] [60] [61]
 

(注) １　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成27年３月期は潜在株式が存在していないため、平成

25年３月期、平成26年３月期、平成28年３月期及び平成29年３月期は１株当たり当期純損失であり、また潜

在株式が存在していないため記載していない。

３　株価収益率については、当社は非上場・非登録であるので記載していない。
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(２) 提出会社の経営指標等

 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 6,924 1,606 1,477 1,966 1,294

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 5,060 383 101 356 △1,431

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 4,055 848 292 66 △4,670

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (千株) 66,823 66,823 66,823 66,823 66,823

純資産額 (百万円) 11,442 12,376 12,749 12,754 7,021

総資産額 (百万円) 15,324 16,122 16,032 15,179 9,805

１株当たり純資産額 (円) 171.24 187.86 194.20 194.77 234.33

１株当たり配当額
(内１株当たり
 中間配当額)

(円)
 

(円)

― ― ― ― ―

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 66.46 12.83 4.46 1.01 △141.80

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.7 76.8 79.5 84.0 71.6

自己資本利益率 (％) 43.3 7.1 2.3 0.5 △47.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(人)
10 12 12 12 10
[2] [1] [2] [3] [3]

 

(注) １　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成25年３月期、平成26年３月期、平成27年３月期及び

平成28年３月期は潜在株式が存在していないため、平成29年３月期は１株当たり当期純損失であり、また潜

在株式が存在していないため記載していない。

３　株価収益率については、当社は非上場・非登録であるので記載していない。
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２ 【沿革】

当社は、株式会社熊谷組が平成15年10月１日に分割型分割による会社分割を行ったことにより設立された。分割会

社の不動産事業、海外PFI等に係る投融資事業及び債権の回収事業を承継した。

設立からの沿革は次のとおりである。

年月 概要

平成15年10月 株式会社熊谷組の会社分割により設立

 福井本店、東京本社、東北、横浜、北陸、広島営業所を開設

平成15年10月 宅地建物取引業法による国土交通大臣免許(１)第6525号を取得

平成16年２月 北陸営業所を廃止

平成16年４月 横浜営業所を廃止

平成17年１月 広島営業所を廃止

 子会社ケージー不動産サービス株式会社を清算

 子会社ケージーリアルプロパティ株式会社を清算

　　　　２月 子会社株式会社原町会館を清算

　　　　３月 子会社株式会社魚崎地所を清算

　　　　６月 子会社熊谷組(中国)有限公司を清算

 関連会社株式会社グリーンポートを清算

　　　　10月 子会社ケージーリアルエステート株式会社を清算

平成18年３月 子会社高尾事業開発株式会社の株式を売却

　　　　12月 子会社中央開発株式会社を清算

平成19年１月 子会社株式会社エフ・エル・エーを清算

　　　　２月 子会社株式会社インターナショナルの株式を売却

　　　　７月 子会社株式会社ミルフィーユの株式を売却

　　　　８月 子会社ケージー不動産リース株式会社を清算

　　　　９月 NRPホールディングコーポレーション(現・連結子会社)の株式を取得

　　　　10月 ブロードストリートリアルティ株式会社を設立

平成20年10月 宅地建物取引業法による国土交通大臣免許を更新

平成21年９月 東北営業所を宮城県仙台市から宮城県名取市へ移転

平成22年６月 子会社北京遊楽園有限公司の合弁期間満了による清算開始

平成22年９月 子会社ブロードストリートリアルティ株式会社を清算

平成24年12月 子会社北京遊楽園有限公司を清算

平成25年10月 宅地建物取引業法による国土交通大臣免許を更新

 子会社草津高原リゾート開発株式会社の株式を売却
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社10社並びに持分法適用関連会社１社で構成され、不動産事業、海外PFI事業及

び娯楽事業を主に営んでいる。事業に係わる位置づけ等は次のとおりである。なお、次の３事業区分は、セグメント

と同一の区分である。

不動産事業 当社及び連結子会社である黒磯観光開発㈱他が不動産事業を営んでいる。

海外PFI事業
連結子会社であるクマガイオーストラリアファイナンスPTY.リミテッド他が、海外PFI事業及び

これらに関連する事業を営んでいる。

娯楽事業 連結子会社である㈱山代ゴルフ倶楽部他が、ゴルフ場事業を営んでいる。
 

　

事業の系統図は次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所

 
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)        

日本商業開発株式会社
※１

大阪府大阪市 2,794 不動産事業 ―
（72.09)
[72.09]

同社より資金の借入を行ってい
る。
当社役員との兼任　１名

(連結子会社)        

黒磯観光開発株式会社  
栃木県
那須塩原市

50 不動産事業 100 ―

当社より建物を賃借、当社に土地
を賃貸している。また、当社に対
し資金援助を行っている。
役員の兼務　　　５名

株式会社
山代ゴルフ倶楽部

※３ 石川県加賀市 50 娯楽事業 100 ―

当社より土地を賃借している。ま
た、当社より資金援助を受けてい
る。
役員の兼務　　　４名

株式会社ドリーム九重 ※３
大分県玖珠郡
九重町

10 不動産事業 100 ―
当社より資金援助を受けている。

役員の兼務　　　４名

クマガイ
オーストラリア
ファイナンスPTY.
リミテッド

※２
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
5,352

海外PFI事業 100 ―

同社を通じて海外PFI事業への投資
管理を行っている。また、当社に
対し資金援助を行っている。
役員の兼務　　　３名

クマガイ
オーストラリア
PTY.リミテッド

※２
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
268,399

海外PFI事業 100 ― 役員の兼務　　　３名

クマガイ
インターナショナル
リミテッド

※２
中国
香港特別行政区

千HK$
105,443

海外PFI事業 100 ―

同社を通じて海外PFI事業への投資
管理を行っている。また、当社に
対し資金援助を行っている。
 

KGランドニューヨーク
コーポレーション

※２

※３

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

千US$
327,281

不動産事業 100 ― ―――――

NRPホールディング
コーポレーション

 
アメリカ合衆国
デラウェア州

千US$
2,000

不動産事業 100 ― 役員の兼務　　　２名

その他２社  ― ― ― ― ― ―――――

(持分法適用関連会社)        

トンネル
ホールディングス
PTY.リミテッド

 
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
7,200

海外PFI事業 50.0 ― 役員の兼務　　　３名

 

 

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載している。

２　「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の[内書]は間接所有である。

３　※１は有価証券報告書の提出会社である。

４　※２は特定子会社に該当する。

５　※３は債務超過会社であり、債務超過額は以下のとおりである。

　　　　会社名 債務超過額 百万円

㈱山代ゴルフ倶楽部 653  

㈱ドリーム九重 9,936  

KGランドニューヨークコーポレション 63  
 

６　㈱山代ゴルフ倶楽部及びクマガイインターナショナルリミテッドについては売上高（連結会社相互間の内部

売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10%を超えている。

　　　㈱山代ゴルフ倶楽部

　　　　主要な損益情報等　(1) 売上高　　　 　 　 　  420百万円

　　　　　　　　　　　　　(2) 経常損失　　　　　  　　34百万円

　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純損失　　　　     144百万円

　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額 　　  　　 △653百万円

　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　  　　   62百万円

　　　クマガイインターナショナルリミテッド

　　　　主要な損益情報等　(1) 売上高　　　 　 　　  430百万円

　　　　　　　　　　　　　(2) 経常利益　　　　 　　  391百万円

　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純利益　　　　 　  391百万円

　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　　　 　　1,644百万円

　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　　 　　 2,327百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産事業
14
[6]

海外PFI事業
1

[0]

娯楽事業
15

[54]

全社（共通）
3

[1]

合計
33

[61]
 

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[　]内に年間の平均人員を外数で記載している。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

10 47.4 7.8 8,284,918
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産事業
7

[2]

全社（共通）
3

[1]

合計
10
[3]

 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載している。

２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでいる。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、平成28年前半から消費増税のショックが和らぎ、輸出の復調をうけて、

10-12月まで実質ＧＤＰは前期比年率四半期連続プラス成長した一方、個人消費が伸び悩んでおり、まだまだ力強さ

は欠くものの緩やかな回復基調が続いている。海外においては、平成28年半ばまで、原油安、中国懸念の高まり、

そして英国のＥＵ離脱決定などで、市場参加者のリスク回避姿勢が一時的に強まった場面があり、全体としては先

行き不透明な状況が続いている。

当不動産業界においては、政府によるマイナス金利政策により、住宅ローン金利が低水準で推移している背景と

した、住宅市場への投資資金の流入もあり、良質な用地の取得における競争激化や、建築コストの上昇懸念など、

事業環境の厳しさは続いている。その環境下の中、平成28年度の新設住宅着工戸数は前年比6.4％増の96万72百戸と

なり２年連続で増加した。一方で平成28年の全国民間マンションの販売戸数は前年比1.4％減の７万69百戸と３年連

続で減少となり、また、一戸あたりの平均価格は前年比1.3％減の45百万円となった。また、地価につきましては、

住宅地が９年ぶりに下落を脱して横ばいとなり、商業地は1.4％上昇となり、２年連続の上昇となった。

このような状況のもとで、当社グループの当連結会計年度における業績は、今後の成長に向けた、ポートフォリ

オ入替の準備として、事業用不動産の保有目的を変更した結果、売上高20億60百万円（前連結会計年度は26億32百

万円）、経常損失５億60百万円（同４億30百万円の利益）、親会社株主に帰属する当期純損失38億26百万円（同４

億85百万円）となった。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

・不動産事業

売上高については、12億９百万円（前連結会計年度は11億77百万円）となり、セグメント損失は、17億69百万

円（同５億16百万円）となった。

・海外PFI事業

売上高については、４億30百万円（同10億37百万円）となり、セグメント利益は、13億12百万円（同16億56百

万円）となった。

・娯楽事業

売上高については、近隣競合他社との競争激化等により、４億20百万円（同４億17百万円）となり、セグメン

ト損失は、69百万円（同２億81百万円）となった。

 

（注）　セグメント損益は、経常損益ベースの数値である。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、海外PFI事業の配当の減少により、２億92百万円

の資金の減少（前連結会計年度は14億61百万円の資金の増加）となった。

投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付の実行等により、１億８百万円の資金の減少（同14億14百万円の資

金の増加）となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得及び長期借入金の返済等により、４億67百万円の資金の

減少（同11億40百万円の資金の減少）となった。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末に比べ８億85百万円減少し、20億

75百万円となった。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業はいずれも「生産、受注」を定義することが困難であるため、「生産、受注の状

況」は記載していない。

 

販売実績

セグメント 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

不動産事業 1,209 58.7 102.7

海外PFI事業 430 20.9 41.6

娯楽事業 420 20.4 100.7

合計 2,060 100 78.3
 

(注)　セグメント間の取引については相殺消去している。

 

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

今後のわが国経済においては、米国のトランプ政権の政策運営や英国ＥＵ離脱交渉など依然不透明な懸念があるも

のの、企業収益は先行き堅調さを維持すると見込まれる。

このような情勢のもと、当社としては、当社保有資産の有効活用はもとより、積極的な投融資を行い、更なる企業

価値を高めるべく取り組んでいく。不動産販売事業では、引き続き宅地分譲事業に注力するとともに、建売手法を加

えて販売促進に努めていく。また、新規不動産物件の取得も含めた計画的な投資を推進していく。また、新規不動産

物件の取得も含めた計画的な投資を推進していく。また、国内子会社については、今後の新たな収益基盤をつくるべ

く努めてまいる所存である。
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４ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項については、提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1)当社グループの事業、経営成績、財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクについては、以下のとおりで

ある。

① 経済情勢の変化

オフィスビル市場は景気の動向に影響を受けやすいこと、また住宅市場も景気の動向に伴う雇用環境や所得環

境に影響を受けやすいことから、将来のわが国の経済情勢が悪化した場合には、当社グループの業績に悪影響を

与える可能性がある。

② 予期しない法制、税制の変更若しくは導入

不動産関連法制、税制が変更された場合には、当社グループの事業に悪影響を与え、また所有不動産の価値の

低下につながる可能性がある。

③ 海外における事業

当社グループは、米国、オセアニア及びアジアで事業を行っている。当該各国の経済、政情や政府による規制

等に起因した予期せぬ事象が発生した場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能性があ

る。

④ 為替レートの変動

当社は、各地域における現地通貨建の財務諸表等を、連結財務諸表作成のために円換算している。換算時の為

替レートが変動した場合には、もとの現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値に影響

を与える可能性がある。

⑤ 金利の変動

金利水準が上昇した場合には、支払利息の増加などにより、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があ

る。

⑥ 地震、戦争、その他の社会情勢の混乱

地震、戦争等が発生し、社会情勢が混乱した場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能

性がある。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はない。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項なし。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ている。連結財務諸表の作成にあたっては、資産及び収益に影響を与える見積りや判断が必要であり、これらは

過去の実績や現状等を勘案し合理的に算定しているが、見積り特有の不確実性があり、実際の結果は異なる場合

がある。

② 当連結会計年度の財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末の資産の残高は、前連結会計年度に比べ46億36百万円減少し、154億92百万円となった。

流動資産は、販売用不動産の評価減及び保有目的の変更による事業用不動産からの振替により、前連結会計

年度に比べ６億17百万円増加し、60億71百万円となった。

有形固定資産は、事業用不動産の減損を実施後、保有目的の変更による販売用不動産への振替により、前連

結会計年度に比べ51億79百万円減少し、95百万円となった。

投資その他の資産は、海外子会社が計上している関係会社に係る為替の影響等により、前連結会計年度に比

べ74百万円減少し、93億21百万円となった。

（負債）

当連結会計年度末の負債の残高は、前連結会計年度に比べ４億40百万円増加し、74億93百万円となった。

流動負債は、未払法人税等の減少等により、前連結会計年度に比べ53百万円減少し、２億21百万円となっ

た。

固定負債は、連結子会社による長期借入金の返済等により、前連結会計年度に比べ４億93百万円増加し、72

億72百万円となった。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産の残高は、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し利益剰余金が減少したこと

及び自己株式の取得を行ったことから、前連結会計年度に比べ50億76百万円減少した。その結果、純資産の残

高は、79億99百万円となった。
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③ 当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高）

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ５億71百万円減少し、20億60百万円となった。これは、

海外PFI事業売上高が減少等によるものである。

（営業利益）

当連結会計年度の営業損益は、前連結会計年度に比べ16億50百万円減少し、12億56百万円の営業損失となっ

た。これは、販売用不動産の評価減等によるものである。

（経常利益）

当連結会計年度の経常損益は、前連結会計年度に比べ９億90百万円減少し、５億60百万円の経常損失となっ

た。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

上述のとおり、経常損失を計上し、また特別損失において減損損失を計上したため、当連結会計年度は38億

26百万円の親会社株主に帰属する当期純損失となった。

④ 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ17億53百万円減少

し、２億92百万円の資金の減少となった。これは、海外PFI事業売上高減少等によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ15億22百万円減少

し、１億８百万円の資金の減少となった。これは、前連結会計年度に比べ有形固定資産の購入が減少した事等

によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ６億73百万円増加

し、４億67百万円の資金の減少となった。これは長期借入金の返済及び自己株式の取得等によるものである。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ８億85百万円減少

し、20億75百万円となった。
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第３ 【設備の状況】

 

「第３　設備の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、不動産事業において商業テナント施設の設備修繕工事を中心に行い、その総額は58百万円で

あった。

なお、重要な設備の除却又は売却はない。

 

２ 【主要な設備の状況】

　当連結会計年度において、保有目的の変更に伴い、建物及び構築物27億67百万円、工具備品２百万円及び土地５億

26百万円を販売用不動産に振り替えた。

 
(1)提出会社

名称

（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

合計

エバーレ賃貸事業

（大阪府大阪市）
不動産事業

ショッピング
センター

20 2 ― 22 ―

 

 

(2)国内子会社

会社名

（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械運搬具

工具器具

備品

土地

(面積千㎡)
合計

㈱山代ゴルフ倶楽部

（石川県加賀市）
娯楽事業 自動精算機 ― 9 ― 9

15
[54]

 

 

(注) １　帳簿価額には建設仮勘定を含まない。

２　従業員数の[　]は臨時従業員数の平均人員を外書きしている。

３　上記のほか主要な賃借中の設備

会社名 事業所名(所在地) 設備の内容 年間賃借料(百万円)

提出会社 東京本社(東京都千代田区) 本社機能 18
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

　継続的に賃貸事業・娯楽事業等の施設維持関連投資を予定しているが、特記すべき設備の新設の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 267,000,000

計 267,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,823,252 66,823,252 該当なし
単元株式数は

1,000株である。

計 66,823,252 66,823,252 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
平成15年10月１日
(設立)

66,823,252 66,823,252 5,000 5,000 5,073 5,073
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 10 3 79 23 3 2,333 2,451 ―

所有株式数
(単元)

― 667 9 19,332 449 5 42,454 62,916 3,907,252

所有株式数
の割合(％)

― 1.06 0.01 30.72 0.71 0.00 67.47 100 ―
 

(注) １　自己株式36,857,808株は「個人その他」に36,857単元、「単元未満株式の状況」に808株含めて記載してい

る。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、そ

れぞれ189単元及び700株含まれている。

 

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ニューリアルプロパティ株式会
社

福井県福井市中央２丁目６番８号 36,857 55.15

合同会社市ヶ谷インベストメン
ト

東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 3,700 5.53

合同会社エヌ・ワイ・ランド 東京都港区南青山３丁目10番41号 3,600 5.38

神宮前キャピタル合同会社 大阪府大阪市中央区今橋４丁目１番１号 3,564 5.33

丸の内土地開発合同会社 愛知県名古屋市中村区名駅１丁目１番１号 3,564 5.33

合同会社エイチ・ケー・インベ
ストメント

大阪府大阪市中央区本町４丁目８番１号 2,500 3.74

合同会社セントラルイースト 愛知県名古屋市東区東桜２丁目９番34号 1,859 2.78

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 605 0.90

大島　光弘 福井県坂井市 260 0.38

BNP 　PARIBAS 　SECURITIES
SERVICES 　JERSEY/PHYSICAL 　
SECURITIES（常任代理人　香港
上海銀行　東京支店）

BNP 　PARIBAS 　JERSEY BRANCH LIBERTE 　
HOUSE 　19-23 　LA 　MOTTE 　STREET 　ST 　
HELIER　JE4　5RL（東京都中央区日本橋３丁
目11番１号）

193 0.28

計 － 56,704 84.85
 

　（注）前事業年度末に主要株主であった笹島建設株主株式会社は当事業年度末に主要株主でなくなり、合同会社エ

ヌ・ワイ・ランド、神宮前キャピタル合同会社、丸の内土地開発合同会社が新たに主要株主となった。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 36,857,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  26,059,000 26,059 ―

単元未満株式 普通株式   3,907,252 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 66,823,252 ― ―

総株主の議決権 ― 26,059 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、

それぞれ189,000株(議決権189個)及び700株含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ニューリアルプロパティ
株式会社

福井県福井市中央二丁目
６番８号

36,857,000 ― 36,857,000 55.15

計 ― 36,857,000 ― 36,857,000 55.15
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得及び
会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 

区分 株式数（株） 価格の総額（百万円）

株主総会（平成27年12月18日）での決議状況
（取得期間平成27年12月21日～平成28年4月15日）

44,000,000 1,320

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 35,391,000 1,061

残存授権株式の総数及び価額の総額 8,609,000 258

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 19.56 19.56

当期間における取得自己株式数 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 19.56 19.56
 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 129,814 4,119,393

当期間における取得自己株式 2,834 104,858
 

(注)　当期間における取得自己株式数には平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれていない。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(　　─　　) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 36,857,808 ─ 36,860,642 ─
 

(注)　当期間における保有自己株式数には平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の　

買取りによる株式数は含まれていない。

 

３ 【配当政策】

配当政策としては、内部留保の充実による経営基盤の強化並びに財務体質の強化を図りながら株主への利益還元に

努め、今後の業績の見通しを勘案して配当金を決定することを基本方針としている。

また、配当回数については、期末配当の年１回とし、配当の決定機関は株主総会である。

当期において、今後の成長に向けた、ポートフォリオ入替の準備として、販売用不動産の評価減、事業用不動産の

減損損失を計上した結果、繰越損失を抱える状況となり、引続き無配とした。新規収益物件の取得も含めた不動産事

業全体の収益力向上を図るとともに、子会社の事業を推進し更なる経営基盤の安定化に努めてまいる所存である。
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４ 【株価の推移】

該当事項なし。
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５ 【役員の状況】

男性10名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
（代表    
取締役）

 吉　田　賢　司 昭和33年７月18日生

昭和57年４月

平成15年８月

平成15年10月

平成15年10月

 
平成19年８月

 
平成23年10月

平成24年６月

平成25年６月

株式会社熊谷組入社

同社ニューヨーク営業事務所長

当社入社

KGランドニューヨークコーポレー

ション社長

NRPホールディングコーポレーショ

ン社長（現任）

当社海外事業部長

当社常務取締役

当社取締役社長（現任）

(注)１ －

取締役
副社長

 
事業部門
担当
 

久 保 敷 賢 一 昭和43年３月５日生

平成２年４月

平成15年10月

平成22年８月

 
平成23年４月

 
平成23年10月

平成24年６月

株式会社熊谷組入社

当社入社

株式会社山代ゴルフ倶楽部取締役社

長（現任）

草津高原リゾート開発株式会社取締

役社長

当社国内事業部長

当社取締役

(注)１ －

平成26年６月

平成28年６月

当社常務取締役

当社取締役副社長（現任）
  

常務取締役
管理部門
担当
 

森　田　真　志 昭和45年２月６日生

平成４年４月 株式会社熊谷組入社

(注)１ －
平成15年10月 当社入社

平成25年４月 当社管理部長

平成28年６月 当社常務取締役（現任）

取締役 非常勤 永　岡　幸　憲 昭和41年12月26日生

平成元年４月 兼松都市開発株式会社入社

(注)１ －

平成12年４月 株式会社グッテル入社

平成13年７月 日本商業開発株式会社入社

平成17年６月 同社取締役東京営業部長

平成17年10月 同社取締役東京営業本部長

平成19年７月 同社専務取締役東京支店長

平成24年１月 同社専務取締役東京営業本部長

（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）

取締役 非常勤 堀　田　忠　義 昭和56年12月５日生

平成17年４月 トーマツ コンサルティング株式会

社入社
(注)１ －

平成20年３月 日本商業開発株式会社入社

平成28年６月 当社取締役（現任）

取締役 非常勤 田　中　貴　博 昭和45年12月15日生

平成３年４月 兼松都市開発株式会社入社

(注)１ －

平成12年１月 エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア株

式会社入社

平成13年８月 伊藤忠テクノサイエンス株式会社入

社

平成19年４月 日本商業開発株式会社入社

平成19年８月 同社経理チームリーダー

平成29年６月 当社取締役（現任）

取締役 非常勤 後　藤　研　二 昭和43年12月21日生

平成３年４月 兼松株式会社入社

(注)１ －

平成11年12月 日興証券株式会社入社

平成15年７月 伊藤忠商事株式会社入社

平成22年10月 いちごグループホールディングス株

式会社執行役就任

平成27年４月 株式会社オフィスゴトー代表取締役

就任（現任）

平成27年７月 フェリスウィールインベストメント

株式会社取締役就任（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）
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監査役 常勤 森　井　佑　一 昭和22年４月24日生

昭和46年４月 株式会社熊谷組入社

(注)２ －
平成13年４月 同社監査室長

平成15年６月 土地興業株式会社常勤監査役

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 非常勤 唐　澤　貴　夫 昭和34年９月29日生

平成２年４月 弁護士登録

(注)２ －

 兼子岩松法律事務所入所

平成16年７月 財務省関東財務局証券検査官

平成18年３月

平成22年６月

兼子岩松法律事務所復帰

当社監査役(現任)

監査役 非常勤 河　野　浩　士 昭和35年10月３日生

平成21年12月 弁護士登録

(注)２ －

 今出川法律事務所入所

平成27年４月 麻布十番パートナーズ法律事務所参

画

平成28年６月 当社監査役（現任）

計 －
 

(注) １　取締役の吉田 賢司、久保敷 賢一、森田 真志、永岡 幸憲、堀田 忠義、後藤 研二の任期は、平成28年３月

期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時まで、田中貴博の任期は、

平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

２　監査役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。

３　後藤研二は、社外取締役である。

４　監査役は全員、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主をはじめとするすべてのステークホルダー(利害関係者)にとっての企業価値の増大に向けて、経

営環境・社会環境の変化に対応すべく、より迅速な意思決定と適法・適切な業務執行が不可欠であるという認識

の下、コーポレート・ガバナンスの強化を経営重要課題のひとつと位置づけている。

② 会社の機関の内容並びに内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

ａ. 会社の機関の内容

（取締役会）

取締役会は、原則毎月１回の開催に加え、必要に応じ随時開催し、法令に定められた事項及び経営に関する

重要事項の決定を行い、業務執行状況を逐次監督している。また、監査役は取締役会に出席し、必要に応じ

て意見を述べている。

（監査役会）

当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役３名で構成されている。監査役会は監査役全員をもって構

成され、監査の方針、監査計画、監査業務の分担等を策定している。監査役会は、会計監査人からの報告の

聴取、取締役等からの営業報告聴取を行うとともに、取締役の職務の執行状況を監査し、各監査役の監査結

果について相互に意見・情報交換を行い、監査の実効性の確保に努めている。社外監査役のうち２名につい

ては弁護士を選任し、法律知識に基づいた監査機能の強化により、取締役の業務執行の適法性確保に資して

いる。

なお、社外監査役３名のうち２名は当社と顧問弁護士契約を締結している。

（内部管理体制）

企業倫理の確立を図るため、「コンプライアンス室」を設置しており、遵法精神の維持・向上に努めてい

る。また、当社は、複数の弁護士と顧問契約を締結し、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを

受けている。

（会計監査人の状況）

当社は、監査法人元和により会社法及び金融商品取引法に基づく厳正な会計監査を受けている。

当事業年度に業務を執行した公認会計士は以下のとおりである。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

代表社員・業務執行社員
星山　和彦

監査法人元和
加藤　由久

 

監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、公認会計士試験合格者２名である。

ｂ. 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社は、以下のとおり、当会社の業務の適正を確保するための体制を整備している。

　（取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制）

　・法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として「コンプライアンス基本方針」を

定める。また、その徹底を図るため、コンプライアンス室においてその取り組みを横断的に統括すること

とし、コンプライアンス体制の維持・向上を図る。

　・法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行うよう指導し、また、そうした行為により

何ら不利益を受けるものでないことを徹底する。
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　（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項）

　・文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という）に記

録し、保存する。

　・取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

　（損失の危険の管理に関する規程その他の体制）

　・各部門所管業務に関するリスクについては各担当部門が、組織横断的なリスクについてはコンプライア

ンス室が、それぞれリスク想定・分析を行うとともに、適時見直しを行う。

　・各取締役は、リスク管理について責任を持つとともに、リスク分析やリスク対応の状況については、適

時取締役会に報告を行う。

　・不測の事態が発生した場合には、取締役会が指名する者を責任者として迅速な対応を行い、損害の拡大

を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

　（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制）

　・取締役会を原則月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催し、迅速かつ効率的に業務執行と意思決定

を行う。

　・経営計画において毎年度の基本的な経営方針・計画を定めて各部門の目標と責任を明確にする。

　・取締役、監査役及び各部門長により構成された業務報告会議を月１回定期的に開催し、各部門より業績

のレビューと改善策を報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。

　・組織規程、業務分掌規程、決裁手続規程により、それぞれの責任者及びその責任、執行手続を明確に

し、業務の効率化を図る。

　（当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制）

　・グループ経営を図るため、また、適正な業務遂行を確認するため、グループ会社に取締役及び監査役を

派遣する。

　・グループ会社管理規程に基づき、当社への決裁・報告制度によりグループ各社の経営管理を行うととも

に、子会社の経営上の重要事項については、当社取締役会にて審議する。 

（監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使

用人の取締役からの独立性に関する事項）

　・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職務を補助する使用人を置く

ものとする。

　・監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役等の指揮命令を受けな

いものとする。

　（取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制）

　・取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項を知った時は、遅滞なく報告するものとする。

　・前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対し報告を求めることができるものとす

る。

　（その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制）

　・監査役は代表取締役社長、会計監査人と定期的に意見交換会を開催することとする。
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ｃ. 役員報酬の内容

　　取締役の年間報酬総額 49百万円

　　監査役の年間報酬総額 14百万円
 

　　(注１)　当社の監査役は全員社外監査役である。

ｄ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査人に悪意又は重大な過失があった

場合を除き、１千万円又は法令が定める最低責任限度額のいずれか高い額としている。

ｅ. 取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めている。

ｆ. 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨定款に定めている。

ｇ. 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としてい

る。

ｈ. 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

当社は、取締役及び監査役が、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会

社法第426条１項の規定により、取締役及び監査役（取締役及び監査役であったものを含む）の同法423条１項

の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役の決議によって免除することができる旨を定款に定めてい

る。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 10 ─ 13 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 10 ─ 13 ─
 

 
 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項なし。　

 

④ 【監査報酬の決定方針】

　　　　該当事項なし。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

 

(2) 　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してい

る。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３

月31日まで) の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表につい

て、監査法人元和による監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,970 ※１  2,085

  売掛金 97 54

  販売用不動産 2,323 3,858

  その他 63 73

  流動資産合計 5,454 6,071

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,848 347

   機械、運搬具及び工具器具備品 227 72

   土地 2,417 8

   減価償却累計額 △1,219 △332

   有形固定資産合計 5,274 95

  無形固定資産 4 5

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,175 2,140

   関係会社株式 6,755 7,083

   長期営業外未収入金 239 240

   破産更生債権等 1,454 1,337

   その他 49 84

   貸倒引当金 △1,280 △1,563

   投資その他の資産合計 9,395 9,321

  固定資産合計 14,674 9,421

 資産合計 20,129 15,492
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 47 52

  未払法人税等 50 15

  繰延税金負債 0 0

  賞与引当金 14 11

  その他 161 141

  流動負債合計 275 221

 固定負債   

  長期借入金 6,060 ※２  6,538

  繰延税金負債 320 340

  退職給付に係る負債 70 68

  資産除去債務 219 223

  受入敷金保証金 107 100

  固定負債合計 6,778 7,272

 負債合計 7,053 7,493

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  資本剰余金 5,073 5,073

  利益剰余金 12,298 8,471

  自己株式 △24 △1,090

  株主資本合計 22,346 17,454

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 128 131

  為替換算調整勘定 △9,399 △9,586

  その他の包括利益累計額合計 △9,270 △9,455

 純資産合計 13,075 7,999

負債純資産合計 20,129 15,492
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高   

 不動産事業売上高 1,177 1,209

 海外PFI事業売上高 1,037 430

 その他の事業売上高 417 420

 売上高合計 2,632 2,060

売上原価   

 不動産事業売上原価 ※1  1,173 ※1  2,303

 その他の事業売上原価 58 62

 売上原価合計 1,231 2,365

売上総利益   

 
不動産事業総利益又は
不動産事業総損失（△）

4 △1,094

 海外PFI事業総利益 1,037 430

 その他の事業総利益 359 358

 売上総利益合計又は売上総損失合計（△） 1,401 △304

販売費及び一般管理費 ※2  1,007 ※2  951

営業利益又は営業損失（△） 393 △1,256

営業外収益   

 受取利息 8 7

 受取配当金 7 9

 業務受託料 104 103

 持分法による投資利益 600 870

 為替差益 14 10

 その他 54 25

 営業外収益合計 789 1,028

営業外費用   

 支払利息 413 295

 持分法による投資損失 169 -

 資金調達費用 124 -

 証券代行手数料 18 15

 控除対象外消費税等 27 19

 その他 0 1

 営業外費用合計 753 332

経常利益又は経常損失（△） 430 △560
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 - ※3  1

 債権回収差益 5 6

 その他 9 4

 特別利益合計 14 12

特別損失   

 減損損失 - ※4  2,969

 貸倒引当金繰入額 13 282

 契約解除損失 729 -

 その他 5 0

 特別損失合計 748 3,252

税金等調整前当期純損失（△） △303 △3,800

法人税、住民税及び事業税 34 7

法人税等調整額 147 18

法人税等合計 182 26

当期純損失（△） △485 △3,826

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △485 △3,826
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純損失（△） △485 △3,826

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △55 2

 為替換算調整勘定 △292 △187

 その他の包括利益合計 ※1  △347 ※1  △184

包括利益 △833 △4,010

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △833 △4,010

 非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,000 5,073 12,783 △20 22,836

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △485  △485

自己株式の取得    △4 △4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― △485 △4 △490

当期末残高 5,000 5,073 12,298 △24 22,346
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 183 △9,107 △8,923 ― 13,913

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
    △485

自己株式の取得     △4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△55 △292 △347 ― △347

当期変動額合計 △55 △292 △347 ― △837

当期末残高 128 △9,399 △9,270 ― 13,075
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 当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,000 5,073 12,298 △24 22,346

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △3,826  △3,826

自己株式の取得    △1,065 △1,065

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― △3,826 △1,065 △4,892

当期末残高 5,000 5,073 8,471 △1,090 17,454
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 128 △9,399 △9,270 ― 13,075

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
    △3,826

自己株式の取得     △1,065

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
2 △187 △184 ― △184

当期変動額合計 2 △187 △184 ― △5,076

当期末残高 131 △9,586 △9,455 ― 7,999
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純損失（△） △303 △3,800

 減価償却費 127 101

 減損損失 - 2,969

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 19 284

 貸倒損失 △5 -

 債権回収差損益(△は益) - △6

 その他の特別損益（△は益） △9 △4

 受取利息及び受取配当金 △16 △17

 支払利息 413 295

 資金調達費用 124 -

 固定資産売却損益（△は益） - △1

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券評価損益（△は益） 5 -

 為替差損益（△は益） △14 △10

 持分法による投資損益（△は益） 10 △545

 匿名組合投資損益（△は益） △27 -

 契約解除損失 729 -

 売上債権の増減額（△は増加） △23 43

 販売用不動産の増減額（△は増加） 608 581

 その他の資産の増減額（△は増加） 162 158

 仕入債務の増減額（△は減少） 6 5

 その他の負債の増減額（△は減少） 51 △26

 その他 11 △1

 小計 1,870 26

 利息及び配当金の受取額 16 16

 利息の支払額 △413 △295

 法人税等の支払額 △12 △40

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,461 △292
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 2 -

 匿名組合出資金の払戻による収入 1,850 -

 有形固定資産の取得による支出 △451 △53

 有形固定資産の売却による収入 - 1

 会員権の売却による収入 13 1

 貸付けによる支出 - △54

 その他 - △3

 投資活動によるキャッシュ・フロー 1,414 △108

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 5,046 780

 長期借入金の返済による支出 △6,182 △181

 自己株式の取得による支出 △4 △1,065

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,140 △467

現金及び現金同等物に係る換算差額 △38 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,696 △885

現金及び現金同等物の期首残高 1,263 2,960

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,960 ※1  2,075
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　10社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の「４ 関係会社の状況」に記載のとおり。

(2) 主要な非連結子会社名

㈱坂畑ゴルフクラブ

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等が、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用の関連会社の数　1社

トンネルホールディングスPTY.リミテッド

なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった若狭観光開発株式会社は、重要性が低下したため、当

連結会計年度から持分法適用の範囲から除外している。

(2) 持分法非適用の主要な非連結子会社名

㈱坂畑ゴルフクラブ

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外している。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、クマガイオーストラリアファイナンスPTY.リミテッド、クマガイオーストラリアPTY.リミテッ

ド、クマガイインターナショナルリミテッド、KGランドニューヨークコーポレーション及びNRPホールディングコーポ

レーションの決算日は、12月31日である。連結財務諸表作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用してい

る。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っ

ている。

上記以外の連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同一である。
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４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

たな卸資産

材料貯蔵品

移動平均法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

販売用不動産

個別法による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物・構築物　２～50年

 

無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用している。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した金額

のほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。

 

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

 

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。特例処理の要件を満たす借入金に係る金利スワップについては、特例処理

を採用しており、振当処理の要件を満たす借入金に係る通貨スワップについては、振当処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a.ヘッジ手段・・・金利スワップ、通貨スワップ

b.ヘッジ対象・・・借入金、借入金利息

③ヘッジ方針

金利スワップ取引、通貨スワップ取引はいずれも為替変動リスクを回避する目的で行っており、投機的取引

は行わない方針としている。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引、通貨スワップ取引についてはヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断している。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、連結決算日における有効性の評価を省略している。

 
(5) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。

 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計年

度から適用している。
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(連結貸借対照表関係)

　１　たな卸資産及び有形固定資産の保有目的の変更

前連結会計年度（平成28年３月31日）

　保有目的変更により、販売用不動産42百万円を有形固定資産（土地）に振り替えている。

 
当連結会計年度（平成29年３月31日）

　保有目的変更により、有形固定資産（建物及び土地ほか）3,296百万円を販売用不動産に振り替えている。

 
　２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりである。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

※１　現金及び預金 －百万円 173百万円

計 －百万円 173百万円
 

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

※２　長期借入金 －百万円 5,076百万円

計 －百万円 5,076百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

１　※１　期末販売用不動産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損又は販売用不動産

戻入益(△)が売上原価に含まれている。

　　
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

　　　不動産事業売上原価 △179百万円 968百万円
 

 

２　※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

　　　従業員給料手当 326百万円 314百万円

     退職給付費用 11 15 

　　　貸倒引当金繰入額 9 10 
 

 

３　※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

　　　車両運搬具 ―百万円 １百万円

　   計 ― １
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４　※４　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　該当事項なし。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

当社グループは他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に拠って資産のグループ化を行っている。

当連結会計年度において、収益性が著しく低下している事業用不動産17件の帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（2,969百万円）として特別損失計上した。

地域 主な用途 種類 減損損失

北海道 事業用不動産３件 土地及び建物等 71百万円

東北 事業用不動産２件 土地及び建物等 52百万円

関東 事業用不動産４件 土地及び建物等 294百万円

中部 事業用不動産２件 土地及び建物等 1,871百万円

関西 事業用不動産１件 土地及び建物等 393百万円

九州 事業用不動産１件 土地 86百万円

米国 事業用不動産１件 土地及び建物等 166百万円

豪州 事業用不動産３件 土地及び建物等 33百万円
 

なお、事業用不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、主に売却見込額により評価してい

る。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 △89百万円 4百万円

　組替調整額 ― ―

　　税効果調整前 △89 4

　　税効果額 33 △1

   その他有価証券評価差額金 △55 2

為替換算調整勘定   

 当期発生額 △292 △187

   為替換算調整勘定 △292 △187

その他の包括利益合計 △347 △184
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 66,823 ― ― 66,823

自己株式     

　普通株式 1,174 162 ― 1,336
 

　
　　（注）普通株式の自己株式の増加162千株は、単元未満株式の買取りによる増加159千株、無償取得による増加3千

株である。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし。

　

３　配当に関する事項

　　該当事項なし。

 
当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 66,823 ― ― 66,823

自己株式     

　普通株式 1,336 35,520 ― 36,857
 

　
　　（注）普通株式の自己株式の増加35,520千株は、自己株式取得による増加35,391千株、単元未満株式の買取りに

よる増加129千株である。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし。

 

３　配当に関する事項

　　該当事項なし。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金 2,970百万円 2,085百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△10 △10

現金及び現金同等物 2,960 2,075
 

 

(リース取引関係)

該当事項なし。
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については

主に銀行借入による方針である。デリバティブは利用しない。

 

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リスクに関しては、主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、信用状況の把握を図ってい

る。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されている。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されている。当

該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、発行体との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直している。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日である。また、外貨建ての営業債務は、為替の変

動リスクに晒されている。

借入金は、金利の変動リスクに晒されている。

営業債務は、流動性リスクに晒されている。当該リスクに関しては、各社が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理している。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（(注2)参照）。

  
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 2,970 2,970 ―

(2) 売掛金 97 97 ―

(3) 投資有価証券    

 　その他有価証券 286 286 ―

(4) 長期営業外未収入金 239   

 　貸倒引当金(*1) △228   

  11 11 ―

(5) 破産更生債権等 1,454   

 　貸倒引当金(*2) △1,051   

  403 403 ―

資産　計 3,768 3,768 ―

(1) 買掛金 47 47 ―

負債　計 47 47 ―
 

(*1)(*2)長期営業外未収入金及び破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除している。
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(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

 

　　資産

　　(1) 現金及び預金及び(2) 売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってい

る。

 

　　(3) 投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

「有価証券関係」注記参照。

 

　　(4) 長期営業外未収入金及び(5) 破産更生債権等

これらは、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は帳簿価額に

近似していることから、当該帳簿価額を時価としている。

 

　　負債

　　(1) 買掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってい

る。

 
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券  

　その他有価証券　非上場株式 1,889

関係会社株式 6,755

その他投資等 49

長期借入金 6,060

受入敷金保証金 107
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価を注記していない。

当連結会計年度において、非上場株式について５百万円の減損処理を行っている。

 
(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 １年以内（百万円） １年超（百万円）

現金及び預金 2,970 ―

売掛金 97 ―
 

長期営業外未収入金および破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載していない。

 

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 ― ― ― ― ― 5,170
 

長期借入金889百万円については、子会社のキャッシュ・フロー状況に応じて返済されることから返済予定額

が確定していないため、長期借入金の返済予定額を記載してない。
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については

主に銀行借入による方針である。デリバティブ取引は、借入金に係る通貨スワップ及び借入金に係る支払利息

の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であり、投機的な取引は行わない方針であ

る。

 

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リスクに関しては、主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、信用状況の把握を図ってい

る。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されている。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されている。当

該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、発行体との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直している。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日である。また、外貨建ての営業債務は、為替の変

動リスクに晒されている。

借入金は、金利の変動リスクに晒されている。

営業債務は、流動性リスクに晒されている。当該リスクに関しては、各社が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理している。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（(注2)参照）。

  
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 2,085 2,085 ―

(2) 売掛金 54 54 ―

(3) 投資有価証券    

 　その他有価証券 290 290 ―

(4) 長期営業外未収入金 240   

 　貸倒引当金(*1) △230   

  10 10 ―

(5) 破産更生債権等 1,337   

 　貸倒引当金(*2) △1,333   

  3 3 ―

資産　計 2,443 2,443 ―

(1) 買掛金 52 52 ―

(2) 長期借入金 780 780 ―

負債　計 832 832 ―

(1) デリバティブ取引 ― ― ―

デリバティブ取引　計 ― ― ―
 

(*1)(*2)長期営業外未収入金及び破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除している。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

 

　　資産
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　　(1) 現金及び預金及び(2) 売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってい

る。

 

　　(3) 投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

「有価証券関係」注記参照。

 

　　(4) 長期営業外未収入金及び(5) 破産更生債権等

これらは、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は帳簿価額に

近似していることから、当該帳簿価額を時価としている。

 

　　負債

　　(1) 買掛金及び(2) 長期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってい

る。

 
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券  

　その他有価証券　非上場株式 1,850

関係会社株式 7,083

その他投資等 84

長期借入金 5,758

受入敷金保証金 100
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価を注記していない。

 

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 １年以内（百万円） １年超（百万円）

現金及び預金 2,085 ―

売掛金 54 ―
 

長期営業外未収入金および破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載していない。

 

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 ― ― 780 ― ― 5,076
 

長期借入金682百万円については、子会社のキャッシュ・フロー状況に応じて返済されることから返済予定額

が確定していないため、長期借入金の返済予定額を記載してない。
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(有価証券関係)

　前連結会計年度（平成28年３月31日）

　　その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 286 100 185

合計 286 100 185

 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,889百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

 

　　売却したその他有価証券

　該当事項なし。

 

　当連結会計年度（平成29年３月31日）

　　その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 290 100 189

合計 290 100 189

 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,850百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

 

　　売却したその他有価証券

　該当事項なし。

 
(デリバティブ取引関係)

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利通貨スワップの一体処
理（振当処理・特例処理）

金利の変換を含む
通貨スワップ取引

長期借入金 5,076 5,076 （注）

合計 5,076 5,076 ―
 

　(注)金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。
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(退職給付関係)

　１　採用している退職給付制度の概要

　　　　当社及び一部の国内連結子会社については確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。当該退職

　　　　一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算している。　

　

　２　確定給付制度

　　(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係わる負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
 至　平成29年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 58百万円 70百万円

　退職給付費用 11百万円 15百万円

　退職給付の支払額 －百万円 △16百万円

退職給付に係る負債の期末残高 70百万円 68百万円
 

　

　　(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

　　　 資産の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
 至　平成29年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 70百万円 68百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 70百万円 68百万円

   

退職給付に係る負債 70百万円 68百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 70百万円 68百万円
 

　

　　(3)　退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度11百万円、当連結会計年度15百万円
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

繰延税金資産   

退職給付に係る負債 19百万円 21百万円

賞与引当金 3 3

貸倒引当金 399 486

たな卸不動産評価減 1 336

投資有価証券評価減 15 15

その他投資等評価減 16 16

減損損失 296 1,066

繰越欠損金 679 781

その他 40 38

繰延税金資産小計 1,473 2,767

評価性引当金 △1,473 △2,767

繰延税金資産合計 ― ―

繰延税金負債   

会社分割時一時差異 221 281

資産除去費用 41 ―

その他有価証券評価差額金 57 58

繰延税金負債合計 320 340

繰延税金負債の純額 320 340
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいても、法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異

については、税金等調整前当期純損失が計上されているため記載していない。
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(資産除去債務関係)

 

（１）資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

当社グループの賃貸商業施設の一部に関する、石綿障害予防規則が規定する資産除去時の有害物質除去義務

である。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

賃貸商業施設の使用見込み期間を当該建物の減価償却期間（25年）と見積もり、割引率は当該減価償却期間

に見合う国債の流通利回り(2.25％)を使用し、資産除去債務の金額を算定している。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減　   

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

期首残高 143百万円 219百万円

見積の変更による増加額 73 －

時の経過による調整額 3 3

期末残高 219 223
 

　
　
（２）資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上している以外のもの

当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所等については、退去時における原状回復に係る

債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、現在のところ移転等も予定さ

れていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができない。そのため当該債務に見合う資産除去

債務を計上していない。
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸商業施設や賃貸オフィスビル、賃貸住宅を所有

している。平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は42百万円（賃貸収益は不動産事業売上高

に、賃貸費用は不動産事業売上原価に計上）である。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりである。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,784 403 3,187 3,714
 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づき算定した金額であ

る。

　（注３）期中増減額のうち、主な増加は、賃貸用不動産取得（415百万円）によるものである。

 
当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸商業施設や賃貸オフィスビル、賃貸住宅を所有

している。平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は100百万円（賃貸収益は不動産事業売上高

に、賃貸費用は不動産事業売上原価に計上）である。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりである。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,187 △3,164 22 22
 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づき算定した金額であ

る。

　（注３）期中増減額のうち、主な減少は、保有目的変更による販売用不動産への振替（1,984百万円）及び減損損失

（994百万円）によるものである。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。各セグメントは異な

る製品・サービスを提供する事業単位であり、それぞれ個別に管理されている。

当社は、次の３つを報告セグメントとしている。

①不動産事業 ：不動産の売買及び賃貸に関する事業　

②海外PFI事業：海外PFI事業への投資及び管理に関する事業　

③娯楽事業  ：ゴルフ場事業　

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一である。報告セグメントの利益は、経常損益ベースの数値である。　

セグメント間の売上高は、第三者取引価格に基づいている。　
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

計 調整額
連結財務諸表

計上額
不動産事業 海外PFI事業 娯楽事業

売上高       

  外部顧客への売上高 1,177 1,037 417 2,632 ― 2,632

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

80 ― ― 80 △80 ―

計 1,257 1,037 417 2,712 △80 2,632

 セグメント利益
 又は損失（△）

△516 1,656 △281 858 △428 430

セグメント資産 6,786 10,158 1,909 18,853 1,275 20,129

セグメント負債 1,847 24 657 2,529 4,524 7,053

その他の項目       

  減価償却費 96 1 28 127 ― 127

　受取利息 3 16 0 20 △12 8

　支払利息 10 ― 1 11 401 413

 持分法投資利益
 又は損失（△）

― 600 △169 430 ― 430

　減損損失 ― ― ― ― ― ―

　持分法適用会社への投資額 ― 6,755 0 6,755 ― 6,755

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

449 0 1 451 ― 451
 

（注）１　セグメント利益の調整額△428百万円は、セグメント間取引消去73百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△502百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない支払利息である。

 ２　セグメント資産の調整額1,275百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産2,820百万円、セグ

メト間取引消去等に伴う調整額△1,544百万円である。主な全社資産は報告セグメントに帰属しない投資有

価証券である。

 ３　セグメント負債の調整額4,524百万円は、主に在外子会社の長期借入金である。
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　　当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

計 調整額
連結財務諸表

計上額
不動産事業 海外PFI事業 娯楽事業

売上高       

  外部顧客への売上高 1,209 430 420 2,060 ― 2,060

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

56 ― ― 56 △56 ―

計 1,265 430 420 2,116 △56 2,060

 セグメント利益
 又は損失（△）

△1,769 1,312 △69 △526 △34 △560

セグメント資産 4,399 10,390 62 14,852 640 15,492

セグメント負債 2,289 26 716 3,032 4,460 7,493

その他の項目       

  減価償却費 86 1 12 101 ― 101

　受取利息 3 12 0 16 △8 7

　支払利息 7 ― 1 9 286 295

 持分法投資利益 ― 870 ― 870 ― 870

　減損損失 1,105 ― 1,863 2,969 ― 2,969

　持分法適用会社への投資額 ― 7,083 ― 7,083 ― 7,083

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

45 ― 12 58 ― 58
 

3（注）１　セグメント利益の調整額△34百万円は、セグメント間取引消去251百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△285百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない支払利息である。

 ２　セグメント資産の調整額640百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産1,534百万円、セグメ

ト間取引消去等に伴う調整額△894百万円である。主な全社資産は報告セグメントに帰属しない投資有価証

券である。

 ３　セグメント負債の調整額4,460百万円は、主に在外子会社の長期借入金である。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

    (単位：百万円)

 不動産事業 海外PFI事業 娯楽事業 合計

外部顧客への売上高 1,177 1,037 417 2,632
 

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

1,479 1,037 115 2,632
 

(注) 売上高は、製品の販売もしくはサービスを提供している場所に基づいて、国又は地域に分類している。

　

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 米国 豪州 合計

3,411 1,123 739 5,274
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載していな

い。　

　

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

    (単位：百万円)

 不動産事業 海外PFI事業 娯楽事業 合計

外部顧客への売上高 1,209 430 420 2,060
 

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

1,365 430 264 2,060
 

(注) 売上高は、製品の販売もしくはサービスを提供している場所に基づいて、国又は地域に分類している。

　

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 米国 豪州 合計

95 ― ― 95
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載していな

い。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

該当事項なし。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

   (単位：百万円)
 

不動産事業 海外PFI事業 娯楽事業 合計

1,105 ― 1,863 2,969
 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項なし。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項なし。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１　関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者

との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱坂畑ゴルフ
クラブ

千葉県
君津市

50 不動産事業
(所有)
直接100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

―
破産更生
債権等

356

貸倒引当金
繰入額

2 貸倒引当金 227

子会社
㈱アスワ
リンクス

福井県
福井市

10 不動産事業
(所有)
直接100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

2
破産更生
債権等

412

貸倒引当金

繰入額
11 貸倒引当金 278

 

　

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

貸付金については、土地を担保として受領しており、利息を免除している。

　

　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項なし。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　　　該当事項なし。

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はトンネルホールディングスPTY.リミテッド社であり、その要約財

務諸表は以下のとおりである。

 （百万円）

流動資産合計 17,176

固定資産合計 54,033

  

流動負債合計 3,087

固定負債合計 46,048

  

純資産合計 22,073

  

売上高 7,819

税引前当期純利益金額 1,186

当期純利益金額 △183
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１　関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者

との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 日本商業開発㈱
大阪府
大阪市

2,794 不動産事業
(被所有)
間接72.09

資金の借入

役員の兼任

資金の借入 780
関係会社
長期借入金

780

利息の支払 0 ― ―

 

　

　(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

　　　 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。

　

　②連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者

との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱坂畑ゴルフ
クラブ

千葉県
君津市

50 不動産事業
(所有)
直接100

資金援助

役員の兼任

貸付金の
回収

20
破産更生
債権等

336

貸倒引当金
繰入額

108 貸倒引当金 335

子会社
㈱アスワ
リンクス

福井県
福井市

10 不動産事業
(所有)
直接100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

3
破産更生
債権等

415

貸倒引当金

繰入額
137 貸倒引当金 415

 

　

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

貸付金については、土地を担保として受領しており、利息を免除している。

　

　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項なし。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　日本商業開発株式会社（東証一部上場）

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はトンネルホールディングスPTY.リミテッド社であり、その要約財

務諸表は以下のとおりである。

 （百万円）

流動資産合計 16,901

固定資産合計 47,967

  

流動負債合計 3,021

固定負債合計 41,015

  

純資産合計 20,831

  

売上高 7,117

税引前当期純利益金額 345

当期純利益金額 △47
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。

項目
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 199.67円 266.95円

　(算定上の基礎)   

純資産の部の合計額(百万円) 13,075 7,999

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 13,075 7,999

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(千株)

65,486 29,965
 

 

項目
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

(2) １株当たり当期純損失金額 7.40円 116.19円

　(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する当期純損失(百万円) 485 3,826

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

親会社株主に帰属する当期純損失(百万円) 485 3,826

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,597 32,933
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度及び当連結会計年度は１株当たり当期

純損失であり、また潜在株式が存在していないため記載していない。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

6,060 6,538 4.3 平成30年～平成34年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ─ ─

その他有利子負債 ― ― ─ ─

合計 6,060 6,538 ― ―
 

(注)　１　平均利率は、当期末残高及び当期末現在の利率に基づき計算した加重平均利率である。

　　　２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以

　　　下のとおりである。
 

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 ― 780 ― ―
 

(注)長期借入金682百万円については、子会社のキャッシュ・フロー状況に応じて返済されることから返済予定

額が確定していないため、長期借入金の返済予定額を記載していない。

 

【資産除去債務明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

石綿障害予防規則に基づ
くアスベスト除去義務

219 3 ― 223
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(2) 【その他】

該当事項なし。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,262 973

  売掛金 ※1  164 ※1  111

  販売用不動産 2,261 1,017

  前払費用 18 5

  関係会社短期貸付金 1,149 2,367

  その他 ※1  12 ※1  14

  貸倒引当金 △23 -

  流動資産合計 5,845 4,490

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,277 33

   工具、器具及び備品 3 4

   土地 1,850 8

   有形固定資産合計 3,131 46

  無形固定資産 - 2

  投資その他の資産   

   投資有価証券 557 561

   関係会社株式 ※2  4,644 ※2  4,644

   関係会社長期貸付金 240 276

   長期営業外未収入金 ※3  1,003 ※3  1,071

   破産更生債権等 ※3  1,454 ※3  1,337

   その他 37 37

   貸倒引当金 △1,734 △2,662

   投資その他の資産合計 6,202 5,266

  固定資産合計 9,333 5,314

 資産合計 15,179 9,805
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 35 29

  関係会社短期借入金 678 677

  未払金 10 11

  未払法人税等 47 14

  未払消費税等 6 3

  預り金 49 41

  前受収益 14 15

  賞与引当金 9 8

  その他 0 0

  流動負債合計 851 803

 固定負債   

  関係会社長期借入金 881 1,273

  繰延税金負債 320 340

  退職給付引当金 44 42

  資産除去債務 219 223

  受入敷金保証金 107 100

  固定負債合計 1,573 1,980

 負債合計 2,424 2,783

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  資本剰余金   

   資本準備金 5,073 5,073

   資本剰余金合計 5,073 5,073

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 2,578 △2,091

   利益剰余金合計 2,578 △2,091

  自己株式 △24 △1,090

  株主資本合計 12,626 6,890

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 128 131

  評価・換算差額等合計 128 131

 純資産合計 12,754 7,021

負債純資産合計 15,179 9,805
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高   

 不動産事業売上高 ※1  1,011 ※1  906

 その他の事業売上高 ※1  955 ※1  388

 売上高合計 1,966 1,294

売上原価   

 不動産事業売上原価 ※2  1,041 ※2  2,089

 売上原価合計 1,041 2,089

売上総利益   

 不動産事業総損失（△） △29 △1,183

 その他の事業総利益 955 388

 売上総利益合計又は売上総損失合計（△） 925 △795

販売費及び一般管理費 ※3  572 ※3  649

営業利益又は営業損失（△） 353 △1,444

営業外収益   

 受取利息 ※4  9 ※4  10

 受取配当金 7 9

 為替差益 14 10

 その他 ※4  32 ※4  30

 営業外収益合計 64 61

営業外費用   

 支払利息 ※5  14 ※5  12

 証券代行手数料 18 15

 控除対象外消費税等 27 19

 その他 0 -

 営業外費用合計 61 47

経常利益又は経常損失（△） 356 △1,431

特別利益   

 債権回収差益 5 6

 債権売却益 2 -

 会員権売却益 4 0

 その他 - 2

 特別利益合計 12 8

特別損失   

 減損損失 - 2,548

 貸倒引当金繰入額 19 676

 貸倒損失 - 0

 投資有価証券評価損 5 -

 関係会社株式評価損 100 -

 特別損失合計 124 3,225

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 243 △4,647

法人税、住民税及び事業税 30 3

法人税等調整額 147 18

法人税等合計 177 22

当期純利益又は当期純損失（△） 66 △4,670
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【不動産事業売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　土地代・建物  925 88.9 879 42.1

　　経費 ※１ 295 28.3 241 11.5

　　販売用不動産評価損  △179 △17.2 968 46.4

計  1,041 100.0 2,089 100.0

      
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。

 

（注）※１　主な内訳は、次のとおりである。

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

項目 金額（百万円） 金額（百万円）

　　公租公課 85 79

　　減価償却費 58 39

　　委託管理費 63 57
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③【株主資本等変動計算書】

　前事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 5,073 ― 5,073 2,512

当期変動額      

当期純利益     66

自己株式の取得      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― ― 66

当期末残高 5,000 5,073 ― 5,073 2,578
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △20 12,565 183 183 12,749

当期変動額      

当期純利益  66   66

自己株式の取得 △4 △4   △4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △55 △55 △55

当期変動額合計 △4 61 △55 △55 5

当期末残高 △24 12,626 128 128 12,754
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　当事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 5,073 ― 5,073 2,578

当期変動額      

当期純損失（△）     △4,670

自己株式の取得      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― ― △4,670

当期末残高 5,000 5,073 ― 5,073 △2,091
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △24 12,626 128 128 12,754

当期変動額      

当期純損失（△）  △4,670   △4,670

自己株式の取得 △1,065 △1,065   △1,065

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  2 2 2

当期変動額合計 △1,065 △5,735 2 2 △5,733

当期末残高 △1,090 6,890 131 131 7,021
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１.　資産の評価基準及び評価方法

　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　①子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

 

　②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 
 

　(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算出）

 

２．　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物・構築物　２～50年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均

等償却する方法によっている。　　

 

(2)無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用している。
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３　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した金額

の　ほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。

 

(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

 

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用している。

 

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度か

ら適用している。
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(貸借対照表関係)

１　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりである。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

※１　短期金銭債権 88百万円 83百万円

※３　長期金銭債権 1,684 1,736
 

 

２ 担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりである。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

※２　関係会社株式 2,168百万円 2,168百万円

　　　計 2,168 2,168
 

上記の関係会社株式2,168百万円は、子会社の銀行借入金682百万円に対して担保に差し入れている。

 
３　※３

(前事業年度)

このうち、株式会社熊谷組の会社分割により当社が承継した長期営業外未収入金及び破産更生債権等について

は、回収不能見込額(30,310百万円)を債権額から直接減額している。

 

(当事業年度)

このうち、株式会社熊谷組の会社分割により当社が承継した長期営業外未収入金及び破産更生債権等について

は、回収不能見込額(30,303百万円)を債権額から直接減額している。

 

４ （１）下記関係会社の金融機関からの借入金に対し連帯保証を行っている。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

クマガイ インターナショナル
リミテッド

889百万円 682百万円

計 889 682
 

 
（２）下記関係会社の金融機関からの借入金に対して連帯債務を負っている。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

クマガイ オーストラリア        
ファイナンスＰＴＹ．リミテッド

5,170百万円 5,076百万円

計 5,170 5,076
 

ただし、負担割合は同社100％とすることで同社と合意しているため、貸借対照表には連帯債務の金額は計上して

いない。

 
５　たな卸資産及び有形固定資産の保有目的の変更

前事業年度（平成28年３月31日）

　保有目的の変更により、販売用不動産42百万円を有形固定資産（土地）に振り替えている。

 
当事業年度（平成29年３月31日）

　保有目的の変更により、有形固定資産（建物及び構築物ほか）529百万円を販売用不動産に振り替えている。
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(損益計算書関係)

１　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれている。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

※１　営業取引（収入分） 1,038百万円 447百万円

※２　営業取引（支出分） 0 0

※４　営業取引以外の取引（収入分） 11 12

※５　営業取引以外の取引（支出分） 14 11
 

 

２　※３販売費及び一般管理費のうち、主要な費用及び金額は次のとおりである。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 63百万円 74百万円

従業員給料及び手当 95 91 

貸倒引当金繰入額 97 251 

業務委託費 89 27 

支払報酬 35 30 

退職給付引当金繰入額 8 11 

賞与引当金繰入額 9 8 

減価償却費 3 2 
 

 

おおよその割合

販売費 13％ 15％

一般管理費 87 85
 

 
(有価証券関係)

前事業年度(平成28年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,644百万円、関連会社株式0百万円)は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。

 

当事業年度(平成29年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,644百万円、関連会社株式0百万円)は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

繰延税金資産   

賞与引当金 3百万円 2百万円

退職給付引当金 11 13

貸倒引当金 542 821

たな卸不動産評価減 1 332

関係会社株式等評価減 93 62

投資有価証券評価減 15 15

その他投資等評価減 16 16

減損損失 109 849

繰越欠損金 299 389

その他 40 37

繰延税金資産小計 1,133 2,541

評価性引当額 △1,133 △2,541

繰延税金資産合計 ― ―

繰延税金負債   

会社分割時一時差異 221 281

資産除去費用 41 ―

その他有価証券評価差額金 57 58

繰延税金負債合計 320 340

繰延税金負債の純額 320 340
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.0％ ―

（調整）   
交際費等永久に損金に算入さ
れ　ない項目

0.4 ―

税率変更による期末繰延税金負
債の減額修正

△3.1 ―

　住民税等均等割額 1.6 ―

　評価性引当額等 40.9 ―

税効果適用後の法人税等の負担率 72.9 ―
 

　当事業年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異については、税引前当期純損失が計上

されているため記載していない。

EDINET提出書類

ニューリアルプロパティ株式会社(E04022)

有価証券報告書

72/80



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

山万㈱ 550,000 175

㈱熊谷組 1,000,000 290

京都御池地下街㈱ 286,000 94

　　不動産信用保証㈱ 200 2

　　その他２銘柄 4,000 ―

計 1,840,200 561
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【有形固定資産等明細表】

　　　（単位：百万円）

資産の種類
当期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期償却額 当期末残高
減価償却　　

累計額

有形固定資産       

　建物 1,252 24
1,206

37 32 199
(971)

　構築物 24 ―
20

2 1 0
(16)

　工具、器具及び備品 3 3
0

1 4 14
(0)

　土地 1,850 7
1,849

― 8 ―
(1,561)

計 3,131 34
3,078

41 46 214
(2,548)

無形固定資産       

　ソフトウエア ― 2 ― 0 2 ―

計 ― 2 ― 0 2 ―
 

　（注）１．当期減少欄の（　）は内書きで、減損損失の計上額である。

　　　　２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。

　　　　建物　保有目的変更に伴うたな卸資産への振替　235百万円

　　　　土地　保有目的変更に伴うたな卸資産への振替　288百万円

 
【引当金明細表】

　　　（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,758 927 23 2,662

賞与引当金 9 8 9 8
 

 

EDINET提出書類

ニューリアルプロパティ株式会社(E04022)

有価証券報告書

74/80



(2) 【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。

 

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
当社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 なし
 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名　日本商業開発株式会社

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類
 事業年度

(第13期)
自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日　
 平成28年６月24日

北陸財務局長に提出

       

(2) 臨時報告書  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第４号の規定（主要株主の異
動）に基づく臨時報告書

 
平成28年11月７日

北陸財務局長に提出

       
(3) 半期報告書  第14期中 自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日
 平成28年12月22日

北陸財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成29年６月23日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

監査法人元和
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　星　　山　　和　　彦　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　由　　久　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニューリアルプロパティ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ニューリアルプロパティ株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

※２　XBRLデータは監査の対象には含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成29年６月23日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

監査法人元和
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　星　　山　　和　　彦　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　由　　久　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニューリアルプロパティ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニュー

リアルプロパティ株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

※２　XBRLデータは監査の対象には含まれていない。
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